
































要約:リサーチクェスチョンに従い,平成 5 年度は以下の 3 点を研究した。(1)医師・保健

婦(計 7,142 名)を対象に,同一規格のアンケート用紙を用いて全国における 1 次および 2

次遺伝相談のニーズを調査した。また,患者団体と一般市民(総計 1,861 名)に対して遺伝

相談に関する同様の調査を行った。医師・保健婦の 9 割以上は遺伝相談のニーズを実感

し,99%の医療関係者は従来の 1 次相談から,DNA 診断法や出生前診断法の進歩により行わ

れる 2 次遺伝相談への進展を希望している。このためには,近い将来に医科系大学・地域

重点病院・地方自治体・医師会などの連係による 2次遺伝相談コンピュータネットワーク

作製が望まれる。キーとなる医療施設には国立療養所などが理想的だと考える。一方,一

般医師や患者集団では遺伝相談自体に関する知識の不足が明らかであり,また,1 次相談の

主体たる保健所から 2 次施設への紹介が稀であることも判明した。このことは,医学教育

中での遺伝医学カリキュラムや遺伝学的知識の一般啓蒙の少なさを反映していると考えら

れ,今後医科系大学での教育改善に対する働きかけと同時に,医師国家試験における遺伝医

学の出題数の増加の促進,並びにマスメディアからの遺伝医学情報の増加をうながすこと

が必要だと考える。遺伝相談を従来の医療サービスではなく,診療行為として保険診療の

体系に組み込むべきだとする意見も多い(81%)。しかし,その前に少なくとも 2次カウンセ

ラーに対しての何らかの資格制度が必要となろう。(2)調査 1を受けて,各研究協力者が担

当地域における 2 次遺伝相談に相当する医療機関 200 ケ所をリストアップし,それを基に

分県地図ヘプロットし,暫定的 2次遺伝相談地図を作成した。本地図が公表されると,今後

の 1 次→2 次遺伝相談への情報の流れを促進するものと期待される。(3)遺伝相談の重要

性は認識されているが,実際にカウンセルするとなると,技術的問題や DNA 診断・出生前診

断を含めた最新の遺伝医学的知識の不足から実施が困難な施設が多いと考えられる。この

観点から本研究班では 215 種の遺伝性疾患を網羅した,簡単に理解できる「遺伝相談ハン

ドブック」の刊行を企画した。その作成準備が完了し現在執筆段階に入っている。本マニ

ュアルは遺伝医学の知識・技術の一般化を促進するものと考える。


